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研究成果の概要（和文）：本研究は、日本の防災体系の実態について、さまざまなフェーズから調査を行い、現
在抱える本質的課題を明らかにしたものである。結果から巨大災害を見据えた防災計画のあり方において，①現
状災害対応および復旧復興の計画論的対策，組織論的対策が不十分であり，法制度論の検討が不可欠であるこ
と，②20世紀型の防災対策および復興対策の制度枠組が21世紀の社会状況に適せず，その制度の存在自体が阻害
要因となりうること，③巨大災害を見据えた防災対策は，組織の被害限度を設定した防災対策，限度内および外
の被害発生時の復旧・復興計画の二元化，災害前および災害後における広域的地域像の設定，が求められるとの
結論に至った．

研究成果の概要（英文）：This study analyzes the actual status of the disaster reduction system in 
Japan from various phases and clarifies the essential issues it currently faces.
The results show that (1) planning and organizational measures for disaster response and recovery 
are currently insufficient, and that legal and institutional considerations are essential, (2) the 
institutional framework of 20th century disaster prevention and recovery measures is not suited to 
the social conditions of the 21st century, and the existence of the system itself can be a 
disincentive, and（3）Disaster prevention measures in the face of a major disaster should include: 
(i) disaster prevention measures that set organizational damage limits, (ii) dual planning for 
recovery and reconstruction in the event of damage within and beyond these limits, and (iii) the 
establishment of a broad regional vision for pre-disaster and post-disaster situations. 

研究分野： 都市防災計画

キーワード： 都市防災　災害復興　災害対応　危機管理体制　地域防災計画

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究成果は，巨大災害の発生に備える準備を行う上で，法制度と実運営の間にある計画段階の課題を本質的に
明らかにしたものである．地域の安全対策の推進は，ボトムアップなのかトップダウンなのかという論点につい
て，巨大災害，国家的対応といった枠組において現場レベルの課題を実証した研究であり，特に地方自治体間に
おける計画の共通性・ばらつき，体制の相違，運営の違いを明らかにした．異なる法制度で災害対応しても，こ
れらが見られたことを示したことから，今後の国家的対応を計画していく上で必要な知見を成果として提示でき
たといえる．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９，Ｆ－１９－１，Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
東日本大震災後，国の検討会の議論等を踏まえ，災害対策基本法の改定が行われ，防災体系が

新しくなったが，それらが現実の災害対策にどのような影響を及ぼしているか実態はまだ明ら
かになっていない．地方公共団体レベルの防災計画の改定は進んでいる一方で，実際の災害対応
現場における制度的混乱が発生している事実もある．そのため，日本の災害計画における法制度
を含めた防災体系の実態について，特に実践する現場を重視して分析し，現在抱える本質的課題
を見いだす研究が必要である．また南海トラフ巨大地震や首都直下地震といった国難級の災害
が懸念されている中で，巨大災害発生時に一元的に対応可能なのか，また地方自治体が対応可能
なのか，そのような計画が準備されているのかを実証することが重要である． 
 

２．研究の目的 
（1）防災計画の持つ課題 
法制度計画に基づく災害対策の実態について，法制度としての地方公共団体の計画と実際の

災害対策としての計画における乖離を解き明かすことを目的とする．特に日本の災害対策は，防
災基本計画，防災業務計画および地域防災計画により計画されており，実質的にこの計画に沿っ
て実行されている．しかし実際の災害対策としての計画評価については十分に評価されていな
い．本研究では，地域防災計画の持つ文書構造に着目し，この計画の実効性を見据えつつ，計画
の持つ体系構造を明らかにする． 
（2）防災計画と危機管理体制の課題 
国内の災害対応において地方自治体にて法制度・計画・訓練など一般的に準備されていること

として避難所対応があげられる．しかしこの災害対応において高頻度で実行される所掌であっ
ても全国各地で同様の課題を繰り返す特徴を有している．そこで，地方自治体の避難所運営の計
画及び管理実態を調査し，計画体系の持つ根本的な課題を明らかにする． 
（3）巨大災害に備える地方自治体の戦略計画の課題 
 国難級の災害として指摘される南海トラフ巨大地震対策が特別措置法に基づき進められてい
る．2004 年からは国で防災目標を設定し，戦略的に地震防災対策を実行することが決定された．
それに基づき地方自治体で応急対応計画や戦略計画・アクションプランが作られているが，その
実態が明らかになっていない．計画から 10 年以上が経過し，その戦略性や実効性について明ら
かにする． 
（4）国家レベルの災害対応の課題 
2019 年末から経験した COVID-19 は本研究が位置づけていた国レベルの一元的対応事例であ

り，国と地方自治体における危機管理体制の実証事例となりうるものである．本研究では COVID-
19 により緊急事態宣言が発出された初動段階における国と地方自治体の危機管理体制の実態に
ついて明らかにして，一元的な対応をする際の課題を見出す． 
（5）シナリオプラニングを用いた巨大災害対策の試行 
巨大災害が持つ不確定性は従来の災害対策の枠組みでは捉えられない．そこで災害対策を取

り巻く将来の社会環境を考慮した上で，災害復興を焦点に置き，巨大災害を見据えた実行性の高
い計画体系の形をシナリオプラニングにより試行する． 
 
３．研究の方法 
（1）災害対策基本法改正後の防災計画体系の変化について，国の委員会資料および検討資料の
分析，当時の担当者からの情報収集を行った．次に，都道府県の地域防災計画書をデータ化し，
テキストマイニングによって形態素解析を行い，計画内容の共通性，都道府県ごとの独自性，各
種計画内容の有無を解析した． 
（2）全国市町村に質問紙調査を行い，避難所マニュアルの内容とその実行体制について情報収
集し，内容の有無，担当部局，作成状況等について，地方自治体間の違いを分析した．また，避
難所の法的位置づけとそれらが地方自治体の業務に及ぼす影響を，法制度の歴史を資料分析に
より明らかにした． 
（3）2011 年と 2021 年時点で策定されている地震防災戦略を，都道府県レベルで収集し比較分
析を行った．収集基準は，地震防災戦略・アクションプログラム・アクションプランと名称がつ
いている計画，地震被害に対する減災目標を設定し，達成のための減災対策を立てている計画，
地震被害を軽減するために計画期間を設けて減災対策を進めている計画の 3 つである．また分
析するにあたり戦略的に進めるという地震防災戦略の特性に必要不可欠な減災目標と計画期間
の有無，計画体系，施策の項目という観点から比較を行った． 
（4）COVID－19 の危機管理体制に関して，2020 年 8月に都道府県担当部局に質問紙調査を行い，
①特別措置法以前の対応状況，②特別措置法による対策本部設置状況，③特別措置法による対策
本部の体制および課題，について分析した． 
（5）どのような被害が発生するのか，ではなく，どのように復興するシナリオが描かれるのか
を，政策提言シミュレーションの手法を活用し，分岐点及び要因分析の結果を提示した上で，そ
の利活用可能性について分析した． 



 
４．研究成果 
（1）防災計画の持つ課題 
地域防災計画作成において，自治体の記述内容が増加し，また計画自由度が上がった点，防災

計画全体として復旧・復興の項目が増した点，国・地方の具体的連携策が計画に反映されるよう
になった点が明らかになったが，その一方で地方自治体側への要求が増し，細かな手続きの追記
に追われていることなどが実態として示された．地域防災計画が，災害対策基本法による国の防
災基本計画からのヒエラルキー型計画であることや，体系法である法制度に基づく所持案を整
理することが求められることがその理由といえるが，地域防災としての特徴・特性を十分に反映
できておらず，災害対策の責任主体としての具体性・実行性について疑念が生じる結果となって
いる． 
地域防災計画の内容はトークン比が低いこと，使用頻度の高い単語 150 で全体の 50％以上を

記述していることなど，文章内容の共通性が非常に高いことを定量的に示すことができた．共起
ネットワークからは，大きな群として「被害発生からの状況把握」「被害情報の収集・連絡」「関
係機関の調整」「活動実施・体制整備」が連結しており，そこから離れて「応援要請」「住民避難」
「物資輸送」「道路交通」といった諸活動要素が配置されていることが示され，地域防災計画の
主構造が明らかになった．これら大構造は都道府県間でそれほど差がなく，一方で「復興」「連
携」「支援」といった巨大災害を念頭においた語句においては差が発生していることがわかった． 
 
(2）防災計画と危機管理体制の課題 
 地域防災計画の記載項目であり，自治体の災害対応計画で最も力点を置かれている避難所開
設・運営について，市町村レベルでどこまで計画および体制が組まれているか，その実態を明ら
かにした．この調査では全国 1010 市町村の回答，740 の避難所運営マニュアルに関する回答を
得た．この結果からは，避難所運営マニュアルの記述や充足率には市町村間で差があること，避
難所運営マニュアルを作成している場合は都道府県の指針を参照した「全域共通版」が多く，内
容や運営体制含めて都道府県からの計画策定プロセスが大きく影響していることがわかった．
また，一方で単に国や都道府県からの規定改正の修正に留まっており，市民や施設における協力
体制や部局間連携の内容にまで踏み込んだマニュアルになっていることころは少ないことが明
らかになった．内容については，福祉部局が関係した場合としない場合で項目の充足率に差が発
生することも示され，計画及び実行体制のばらつきも明らかになった． 
国もガイドラインを示し，住民主体の避難所運営を提唱しているが，行政計画側のアプローチ

と一般市民が実行できるレベルに達する取組とのギャップを改めて示した結果となっている．
また避難所運営という最も地域主体となる災害対応業務において，計画・体制・マニュアルにば
らつきがあることを，地域性と捉え災害対応の利点とするか，複数連携の障害となる不利点とす
るかは議論が必要な点である． 
 
(3）巨大災害に備える地方自治体の戦略計画の課題 
地震防災戦略はこれまでの地震対策の進捗の懸念から，新たな成果重視の行政運営の流れを

くみ取り大規模地震対策に取り入れた戦略計画である．調査結果からは，減災目標に関しては 10
年前と比べて経済被害軽減を明示する都府県は減ったものの，継続して地震防災戦略を策定し
ている都府県含め高い水準で人的被害の明示は行っていることから，より集中的に人的被害の
軽減に目標を定め減災対策を進める都府県が多くなったことがわかった．また継続して地震防
災戦略の策定を行っている都府県での減災目標の設置の有無の変化についても，それぞれの地
域性や計画の中身によって異なる場合があることが示された．次に，計画体系については 2011
年と 2021 年では共通して複合的かつ総合的な計画体系の地震防災戦略が最も多く，2011 年より
2021 年では予防・応急・復旧復興という時系列に沿って分類・策定された地域防災計画に近い
形の計画体系の事例が増加していた．施策の項目については，2011 年では「地域防災力・教育」
を重点的に取り組む事例が最も多かったが，2021 年では「地域防災力・教育」だけでなく「災害
応急体制」にも重点的に取り組む事例が増加していることが分かった．また，継続して地震防災
戦略を策定している都府県の比較を行うと 14 事例中 12 事例において最も重点的に取り組んで
いる視点が変化していることが判明し，それぞれの変化の仕方で分類したところ，「災害応急体
制」に比重を置く事例が多いことが分かった．また，2021 年の計画はより複合的に減災対策を
進める傾向に変化していることが見てとれた． 
 
（4）国家レベルの災害対応の課題 
各自治体の組織対応は，自自治体における新型コロナウイルスの感染者発生またはその警戒

から対策本部となるものが設置され，保健所および保健管理部局が中心となって対応していた
が，COVID-19 の危険情報とともに全庁的な対応へとシフトしている．その際，危機事象ととり
組織組み替えをするか，組み替えず体制だけを拡大するかは，ほぼ従来計画に則っており，すな
わち計画策定時にこの案件を自治体がどのように位置づけていたか，によるところである．また，
対策本部は保健部局主体と危機管理部局主体が分かれており，全国的な枠組が共通で存在して
いるわけではない．このような事象を組織運営上，水平的に捉えるのか，垂直的に捉えるのか，
どちが望ましいかは議論が必要であるが，資源移動が被害を拡大させる感染症対策は，より強力



な判断・指示権限を付加する，つまり垂直的統制を必要とするのかも知れない．これは国難級の
自然災害においても同じ課題となり得るし，法制度改正において組織計画の中で一考する余地
はありそうである． 
また対策本部会議資料の分析結果から，自治体対策を実行する上での対策本部会議自体の位

置づけや，会議資料の情報公開の意味付けおよび考え方，さらにそれに伴う資料作成方法や情報
処理方法が，各自治体で大きく異なることがわかった．また情報技術の進化や情報開示の重要性，
市民との目標共有といった新しい災害対応の潮流が，これらの運営や扱いに影響を及ぼしつつ
も，その分自治体間の差異が大きくなっていることも指摘できた． 
日本の災害対応の基本は自治体対応であり，そのため自治体毎に最適な対応手法があり，最適

なマネジメント方法が存在する．これらが異なることは災害対応の有利条件としても指摘され
るが，不利条件としても指摘される．本研究では，感染症災害など広域かつ一元的な対応が求め
られる場合に，従来型枠組の利点を推しすすめることで対応可能なのかどうかは，さらに検討が
必要な案件であることを明らかにできた． 
 
（5）シナリオプラニングを用いた巨大災害対策の試行 
 政策シミュレーションの結果から以下の研究成果を得た． 
・住宅・都市の復興様相は，被災直前の社会環境および地域動態に大きく依存するが，一方で復
興期に発生する新たな需要・供給の関係性や特異な復興政策といった，「復興期に特徴的な要因」
が地域動態にゲームチェンジをもたらし，住宅・都市の環境変容をもたらす．これはミクロな視
点（市町村域より小さい領域）でも，マクロな視点（国全体，地方全体の領域）でも適合するが，
何がどのように影響するかについては，様々な不確定性が存在する．つまり復興シナリオは無数
に存在し，どのシナリオになるかは予測ができない． 
・住宅や都市を取り巻く社会システムにおいて，復興期に有効に働く政策を定量的な因果モデル
（原因-結果モデル）で論じることは難しいが，社会を表す統計的な数値や定性的な指標のそれ
ぞれの関係性および数値間の同調性はある程度設定可能であり，そこから時系列分析モデルを
応用し，社会変動モデルを組み立てることが可能である．このモデルにより，数年後に到達する
複数のシナリオグループを描くことができる．この結果を用いて，複数のシナリオグループのう
ち，望んだシナリオグループに向けて「舵を切る」ための社会指標とタイミングを明らかにでき
る．つまり，この手法はシナリオを予測するのではなく，可能性のある選択肢を挙げ，望むシナ
リオに向けた政策的な材料を示す，ものである． 
・被災地の復興期（被災後 10 年）の社会統計データ等 140 指標を用いて構築した巨大災害復興
シミュレーション（都市部）の結果を用いると，「人口・住宅が回復するシナリオ」を着地点（目
指すもの）と置いた場合，復興初期（1-2 年時点）に「復興計画事業進捗率」「地域 GDP」「交流
人口」の感度が高く，中期（5-8 年）に「有効求人倍率」「新規住宅着工戸数」「要介護者認定の
割合」等の感度が高いことがわかった．これらが「舵を切る」政策として適しているとの結果が
導き出され，概ね地域復興研究の実態と合致していることを試行できた． 
・前出のモデルの数値間の関係性をより一般化したものに修正し，社会統計データ等 56 指標を
用いて構築した災害復興シミュレーション（一般）の結果からは，6シナリオグループが示され，
「まちづくり都市・住宅復興型」を選択するならば，復興初期（2-3 年）に「生産年齢人口」「市
町村財政」「まちのにぎわい」等の感度が高く，復興中期（6-7 年）に「コミュニティ支援」「ま
ちづくり活動」「仮住まい入居者」の感度が高い．さらに復興後期（8－9年）に「国からの財政
支出」「コミュニティ支援」「民間集合住宅」「地域内住宅再建人数」の感度が高いことが示され
た．このように，時期と指標を示すことにより復興社会全体の「人口及び住宅回復モデル」に舵
を切る政策作成の材料となるとの結果が試行された． 
 
以上の内容を踏まえ，巨大災害を見据えた防災計画のあり方において，①現状災害対応および

復旧復興の計画論的対策，組織論的対策が不十分であり，法制度論の検討が不可欠であること，
②20世紀型の防災対策および復興対策の制度枠組が 21 世紀の社会状況に適せず，その制度の存
在自体が阻害要因となりうること，③巨大災害を見据えた防災対策は，組織の被害限度を設定し
た防災対策，限度内および外の被害発生時の復旧・復興計画の二元化，災害前および災害後にお
ける広域的地域像の設定，が求められるとの結論に至った． 
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